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1.はじめに

経済成長論において，労働者の新しい財への移動可能性 (adaptability，アダプタビリテイ)の

上昇が経済成長を促進させるという議論を最初に定式化したのは Lucas(1993)であった。

ルーカスのモデルでは，労働者の生産活動に伴う学習効果 Oearning-by-doing)が経済成長の核

をなしており.すでに経済に導入されている財の生産性は，生産が開始された時点からの，その財

の生産に関する累積雇用量の増加関数となっている。いっぽう，まだ導入されていない財について

は，経済全体の平均的な生産性が一定の闇値に達することにより，生産が開始される。経済全体の

平均的な生産性は，ある時点に生産されているすべての財の生産性についての加重平均によって与

えられ，経済に導入された時点のより新しい財の占めるウェイトが高くなっている。以上のことか

ら，経済のアダプタピリテイが高まって，すべての財について雇用の分布が生産の開始時点に集中

することにより，より最近時に導入された財の生産性が上昇ししたがって全経済の平均的な生産

性が上昇し新たな財を経済に取り込む速度が増加して，経済成長が促進されることになる。

*本稿は， f!本経済学会 2001年度春季大会(広島修道大学)における執筆者の研究報告を}JII筆修正したものである。討論

者の柴田章久氏(京都大学)には，とくに本研究の今後の課題について，有益なコメントをいただし、た。ここに記して

感謝の意を表したい。勿論，本稿に残された浜りは，すべて執筆著J'i身の責任である。
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ところで，ルーカスのモデルにおいては，労働者の雇用の分布が与件であり，アダプタピリテ

イの上昇する要因についての明示的な分析はなされていなし、。

この点について. Aghion and Howitt (1996 and 1998 ch.6. 7)の多数中間財のシュンベーター的

内生成長モデルでは，経済のアダプタピリテイの上昇要因として.中間財市場における競争化

(Product Market Competition. PMC)が導入された。

Aghion and Howittのモデルでは，各時点に発明された生産ライン (productlines)から派生し

た多数の中間財が並存しており.より新しい生産ラインから派生した中間財は，最終財生産に関

する生産性がより高くなっている。経済成長のプロセスは新たな生産ラインのリサーチ，各生産

ラインにおける新たな中間財の開発，そして中間財の製造の 3部門に分割され，開発部門に学習

効果が導入されている。ここで学習効果は， 1つの生産ラインにおける中間財の数の増加として

表され.開発労働の雇用量に関して収穫逓減を示すものとされる。

労働移動については，リサーチ部門と開発部門の問では自由であるが，リサーチ・開発部門と

製造部門の間で労働移動は存在しないものとされている。さらに.経済成長率は主にリサーチ労

働の雇用量に依存し，学習効果にはほとんど依存しないものと想定されている。

このような経済の中間財市場において. PMCによって各中間財の代替性が高まると，一定の経

済成長率の下では古い生産ラインがはやくすたれるようになるので，古い生産ラインにおける開

発労働者の雇用の減少が速まり，最新の生産ラインにおける開発労働者の雇用が増加する(この

ことが経済のアダプタピリテイのヒ昇を表している)。ところが，最新の生産ラインにおける開発

労働者の需要は，古い生産ラインから放出された労働ををすべて吸収するほど伸びない。したが

って研究開発部門の完全雇用のもとでは， 1)サーチ労働の雇用が増加して経済成長が促進される。

Aghion and Howittの議論では，新旧の生産ライン間での労働移動と PMCの導入とによって，

経済のアダプタピリテイの上昇を内生的に説明することに成功しているものの，アダプタピリテ

イの上昇は.もっぱら研究活動の促進を通じて経済成長率を高めるものとされており，ルーカス

の議論で強調されていた学習効果は，すっかり影を潜めてしまっている。そこで本論では， PMC 

が経済のアダプタピリティを上昇させ. q1関財の生産活動に伴う学習効果を促進することにより，

経済成長率を高めるモデルを構築する、

本論のモデルの基本的な設定は， Aghion and Howitt (1996 and 1998 ch.6)の多数中間財モデル

に依拠するが.以下の点で大きく異なっている O ここでは，経済成長のプロセスを新たな生産ラ

インのリサーチと各生産ラインから派生した中間財の製造の 2部門とし，労働移動は部門間で自

由とする。そして学習効果(1つの生産ラインにおけるヰlf1JJ財の数の増加)は.中間財製造に伴

う副産物として扱われ，経済成長率はリサーチ部門の雇用量に依存せず，中間財製造に伴う学習

効果のみに依存するものとする。なお， 1つの生産ラインから派生した中間財のレントは，すベ
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てリサーチ部門に帰属するものとする。

以土の想定の下で， PMCのもたらす経済のアダプタピリティの上昇が経済成長率の上昇をもた

らすかどうかは，古い生産ラインにおける労働者の定着率の低下による学習効果の減少と，最新

の生産ラインにおける1'1'1間財製造のための雇用増加による学習効果の増加との大小に依存するこ

とになる。本論のモデルでは，中Illj財製造部門における学宵効果の収穫逓減の程度が十分に小さ

ければ，後者の効果が大きくなり.経済成長率がヒ昇することが示される。

以下，本論の構成は次のとおりである。第 2節ではモデルを構築し.定常的な成長経路を定式

化するc 第3節では，モデルの定常成長経路において，一定の条件のもとで PMCが経済成長率を

高めることを示すc 第4節は結論とする。

2.モデル

2・1 モデルの設定

モデルの設定は基本的に Aghionand Howitt (1996 and 1998 ch.6) に従うが，本論では経済成

長のプロセスをリサーチと rlll1司財製造の 2部門として，学宵効果の発生は中1m財製造部門の活動

に伴う副産物として扱われる点が異なっている。仮定は以下のとおりである。

1.最終財をニュメレールとする。家計の効用は消費について線形であり，かっ異時点問で分離

可能とする。家計は異時点問効月jの総和の割引現在価値を最大化するように行動する。割引率

をpとおき.労働の不効用はないものとする。

2. 最終財は，賦存量 1の不熟練労働，および連続的な異なるヴインテージの生産ライン

(product lines)から派生した中間財によって生産され，その生産技術は収穫不変を示すものと

する。 T時点に発明された生産ラインから派生したすべての中間財は，一般的知識Arを体化

(embody) している。ヴインテージ Tのラインから派生したJtl間財の例数の， 11寺点 tにおける

値を S，.rとするご

各々の中間財は.熟練労働jのみによって生産され，t 11寺点における労働投入量を[，.rとする。

中間財の生産技術は収穫不変であるものとされるので，単位を適~Ií に取れば 1，. rは各々 の中!日j財

の生産量と一致する乙

以上から t時点における最終生産物の総生産最 Y，は，

再=f~ SI. rAr(11τf )
 

-(
 

と表される。ただし 0<α くIである。(1)の積分記号の中身は‘ヴィンテージ Tのラインから t時

点までに派生したすべての中間財によって生産される最終生産物の量を示している。
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3. 基礎的なイノベーション(新たな生産ラインの発明)は，研究活動に従事する熟練労働によ

って行われる o Rを研究者の雇用量とする。 f間々の研究者は Poissonarrival rate 1で新ライン

の発明に成功するものとすれば，各ヴインテージのラインの例数は Rとなる。

4.学習効果(2次的イノベーション，あるヴインテージの生産ラインにおける中間財の数の増加)

は.中間財の製造活動の副産物 (by-product)として発生し収穫逓減を示すものとする 110 学

習効果の Poissonarrival rateを(l， r ) -"とすれば (0くυく 1)，s時点において新たに増加する

中間財の個数は R ( (r  )1υ となるから，ヴインテージ rの生産ラインにおける中間財の数S，.r 

は.次のようになる。

s
 

d
 

u
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(2) 

5. 熟練労働については. r-Il間財の製造およびリサーチの問で労働移動は白r!Jである。なお，熟

練労働の供給量を一定{[ll(Lとする。

6. 毎時点における新たな知識ストックの明加は，既存の知識ストックと各ライン lつあたりの

学背効果のみによってもたらされる幻

以上の設定の下で.次に各ヴインテージの生産ラインにおける中間財の製造に関する企業の意

思決定.経済成長率(生産性Aのと昇率).新たな生産ラインの発明に関するリサーチの裁定式.

および労働市場の均衡の順に定式化するc なお，以下では定常的な成長経路を前提とする、

2-2 中間財製造の意思決定

すべての中間財製造業者は monopolisticに行動し.最終財の市場は競争的であるとする。した

がってヴインテージ Tのラインから派生した中間財に対する需要は(1)から α4τ([，.r)αlとなり.実

質賃金を w，とすれば企業の利iJ'tl1(，. rは， αAr(l，.r)α -w，l，.rと書ける。企業が利潤を最大化するよ

うに雇月j量 l，.，を決めるとすれば，雇)1]量は.

2 1 

l. _ = a 1-α l-u W• . -α A_l-U W• (3) 

となる。利潤 πfτは次のようになるO

1 )学ずi効果についての収穫逓減の仮定については. Aghion and Howitt (1996) p.68を参!!討されたし、。

2 )ここで経済成長率が経済全体の学科効果に依存するとして".ないことに注意されたし、。 Aghionand Howitt (1996. 

1998)で定式イヒされているように，経済全体の学1PJ効果は，各ヴインテージの R11'1あるすべての生産ラインにおける"，

!/lJ財の増加の総事]となる。しかし経済成長率が終消全体の学Fi効果に依存するものとすれば.各生産ラインにおける学

符効果が不変であっても，リサーチの雇1lI:，:が~'1 )JIIすると経消成長不が上梓してしまう。ここでは，経済成長率へのリ

サーチの影響をなくするために，各ライン lつあたりとした。また. 2-1節の仮定 6により，経済全体の人的資本ストッ

クLがW:)Jllすると経済成長率が[.討するという，学智効果をもっ経済成長モデルに狩イJの焼似ガJ栄をii'jすこともできる

(本論 p.1Oを参照されたい)。

-174一



Adaptability， PMCと経済成長

ん=(子)1U(lt. r )
 

A
サ(
 

定~rf;・成長経路における't:_ ilf'[\生 A の 1~_}i'率を g とすると.ヴインテージ τ( 三三 t) のラインから派

生した中!日j財のH寺点 fにおける雇川量 1，.rと， iえ新ヴインテージのラインから派生したrjI!IU財の雇

JIJ量 1，.1との聞には， (3)より次の関係がある。

し=(l(，()e古川 (ユ)

すなわち，[riJ時点で、はると，ヴインテージの 11内、ラインにおけるlj'IIUll十ほど雇川が小さくなる。

また，実質賃令 wが生産性Aと[riJ率で l二封ーする定常成長経路においては，ヴィンテージ τ(豆 t)

のラインから派'1=.したrjIjl¥j l!iの，時点 fにおけるw.i!J f詑1，.rと時点 s(孟 t) における雇川量 Is.rと

の聞には， (:1)より次の関係があるコ

人τ二 (lt，r)e -I~" (5-1) )
 

ρ
h
u
 

(
 

つまり，あるラインから派生した lつのII'IIUIHにおける原JIJは， JI寺IIUの経過につれて一定率で低

卜ーする。

2・ 3 成長方程式 (GrowthEquation) 

本節では， Aghion and Howitt (1996 and 1998 ch.6， 7) に依拠しつつ.生産性Aの上昇率(経

済成長率)gを規定する成長方程式を提示するo Aghion and Howittでは，経済成長率は基本的に

リサーチ労働の雇JfJi式のみによって決まるものとされている 3)。それに対してここでは， 2 -1 

節の仮定 6に見るように，経済成長率が各ライン 1つあたりの学習効果のみに依存するものとし

よう c すなわち，新ライン党l引の arrivalrateが lであることに注意すれば， (2)よりヴィテージ T

の生産ライン 1つあたりのrjI!liJH-rの附加は(1， r) 1 れとなるから.経済成長率は次のようになる。

T
 

，d
 

υ
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ー

開

f「
I
上

一一αυ
 (7) 

さらに(ユ)に注意すると(7)は次のように書きかえられるc

、、，
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一
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E
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d
 

(8) 

2-4 リサーチの裁定式

時点 1における最新ヴインテージ fの'Ie産ラインの発lりjに関する意思決定は，次のようである。

3 )例えば A日hionand Howitt (1996) p.55における符済成長不の定義，およひ‘JiiJ論文の p.61を参m¥きれたし」
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時点 tに発明される lつのラインにおいて.将来の時点 s(>t) に派生する中間財のもたらす利i[llj

の，時点sにおける割引現在価値 W、rは， (4)より，

u
 

d
 

S
 

O
S
 E

 
π
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S
 

F
S
E
B
E
d
-

一一g
 

Wι 

「∞ 1-α
= I ~w，L. e-P(U-S)du 
Js a ‘ 

(9) 

となる。リサーチは競争的であるから.各リサーチ企業にとってラインの発明による生産性Aの

I二昇率gは与件であると考えられるc したがって定常成長経路において実質賃金"が生産性Aと

l寸率で上昇すること，および'(6)に注意すれば， (9)を次のように書ける 4)。

Iα 
一一一一-W.L.

TXlα  
"S.!一 α

p+了一-g
1-α 

(10) 

時点 tに発見された 1つのラインからは，毎11寺 (1，.， ) I -"f同の'1"r，ijJ!オが派生するから，定常状態

においてヴインテージ τのラインのもたらす限界便益は(10)および'(6)より，次のようになる。

i~ls.t I川 e-P(ト t)ds

ェ子」7fwslsfhe円 s
日 ρ+τ~g

1-α 

1α1  1 ，2-v 
-ryα1-υ+α W(む

一 p+-;一一十9ρ+で←一一-g
1-u: 1α 

)
 

-l
 

(
 

ただし 1== l，.， であるυ

リサーチと中閲覧よ製造の問で労働移動は日rllであるから. リサーチの限界費)jJは実質賃金叫と

なる。そこで(11)の右辺を叫で除することにより，次の関数Bを得るo

B= B(l， g;α)， B， >0， Bgく O

1-α[2-v 

B三 α，、

fαi  ( 1-υ-α1 
|ρ+了一-g11 P+ーで一一-gl
¥ 1α J ¥ 1αl  

(12) 

Bは，実質賃金で測った新たな生産ラインの限界便益を表す。 B>lであるかぎり.各リサーチ企業は

雇用を増やそうとするであろう。また B<1であるかぎり，企業はリサーチの雇用を減らそうとするで

あろう c したがってリサーチが競争的であるとすれば，iE常均衡においては，次の裁定式が成り立つ。

1 = B(l， g;α) (13) 

4) (6)でsを U，(をsと置き換えた式を(9)に代入するとよし、。
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2・ 5 労働市場の均衡

熟練労働の需要は，製造部門とリサーチ部I"Jの 2つからなる。製造部門における熟練労働の需

要l丈 (2)，(5)， (Ii)より.
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(14) 

さらに(礼 (6)から lr.r=1，.， = 1となることに注意すると， (14)は.

R(l α)2，2υ 

l(2ー υ)む

(15) 

と書きかえられる

リサーチ部門の労働需要がRで与えられることから，労働需要は(1::>)とRの和によって去される。

さらに(8)を考慮することにより，労働需要関数Fを次のように書ける。

R(l-α)213u 
F(l ， R; α)= で「一一一_l~-U + R 

g】(三一 υ)

=R{l+計(l川
Ff >0， FR >0 (1θ 

ここで I(三 1，.，)はね)から次のようになる。

l = (告)日
ただし，的(ニw，/A，) は，生産↑生で、il!lJった実質賃金である。労働市場の均衡条件は(16)から，

L = F(l，R;α) 

(1乃

(18) 

となる。

2-6 定常成長経路

以上の設定の下で，このモデルの定常成長経路は， (8)， (13)， (13)により，次のように抗くことが

できる。
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1-α ll-v 
(G) g=一一一

(l υ) 

1 = B(l， g;α) (A) 

L = F(l， R;α) (L) 

ただし (G)は成長方程式.(A)は裁定式.(L)は労働市場の均衡式である。これらの 3つの式から，g. 

l. Rの定常値が決まり，さらに(1乃から実質賃金 ωの定常僚が決まる 5)。なお，gとlは(G)および(A)

から決定されるので.gはLに依存しなし、。このモデルにおいては，経済成長率が労働供給量に

依存するという規模効果は排除されている。

3. PMCと経済成長率

本論のモデルにおいては，中間!日一市場の競争化 (PMC) はαの上昇によって表現される。すな

わち.(1)および最終財産業における利潤根大化から，各ヴィンテージの中間財の問での代替の弾

力性は 1/(l α) によって表される、したがって αのヒ昇は.各中!ll]財の代替性を高め， (4)か

ら分かるように中1111財のレントを低下させるのである。

いっぽう αの上昇は. (5)， (6)から分かるように，一定の経済成長率のもとで，古い生産ライン

における雇用の減少率g/(l一α) を上昇させて，最新ヴインテージの生産ラインにおける雇用 1

を相対的に高める。これは PMCによって経済のアダプタピリティ(新技術への労働の移動可能性)

が上昇することを意味している。

さて。 (G)によれば， αの上昇による経済のアダプタピリテイのヒ昇が経済成長率の上昇をもた

らすかどうかは，労働者の定着率の減少による学習効果の低ド[(1一α)/gの低下]と.故新ヴ

5) (G)および(A)から，割引率pが，

p~ >日 1-"(1ーα)2"-1(2υ)1-" (1-v)υ-2 (Al) 

をみたせば，p >g>Oの範1mにgの定常解が少なくとも lつ存住することが分かる(本文第 3uiJの 20式を参照されたい)。

定1it解のInj所安定性については，まず(G)をgについてとし ιたものを関数 Bに代入することにより，

1ーαl

B(l)ニ /?/，.B，(l) > 0 

1 p α11  p l-v+α|  
lilt日長-a)(1可 JL1;" 何コ正可j

を得る.さらに次のような調教過程を考える。l 日刊刊1I[点刷岬刷l同同同剛川B利坤吋{l似lれ(

ω =8伐札叫ω」ο[F{R.1代(仰回叫)リ}-L] 

(A2) 

(A3) 

ただし. 8".仇は，それぞれの市場における調整速度を示す。 (A2) はリサーチの限界使益が限界費用をうわまるとリサ

ーチ労働の)ffi用が114えること， (A3)は労働市場に超過活安があると実質賃金が上昇することを表している。 lが ωの減

少関数であることに注意すると. Routh -Hurwizの条件により，定常解が安定的になることを示すことができる。
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インテージの中間財製造の扉Jt-j増加lによる学刊効果の L昇 (lJ υの上昇)の大小によるつしたが

って，アダプタヴイリティの L昇による lのI円台11が十分に大きく，かっ係数 υが 1-分に小さく学

習効果の能率が高ければ， PMCが経済成長率の上昇をもたらすと言える。

そこでまず，1の変化について見ょう。 (A)から次を導くことができる。

l2 υ=72ー(ρ+ασ)~p + (α+1-υ)σ} 
iα 、，

(19) 

ただし， σ三 g/(l一 α) であるσ(19)の右辺第 2， 3 J夏は，ある時点に発明された生産ラインにお

けるレントの時間の経過にf、1'-う減少率が. 2つの要素からなることを示している。 (19)の右辺第 2

項は， (](肋ミら分かるように，ある時点に発lリjされた生産ラインから派生したJIII1fJ!Hの製造活動に

由来するものである。また右辺第 3項は， (11)の導出過程からも分かるように.その生産ラインに

おける学背効果(中間財の数の増加)に山来するものである(j)。

アダプタビリテイ σの k外は.各1=.1来ラインにおける利ilMJの減少率を日め，それぞれの生産ラ

インにおける雇用の分布を発lijj時点へと偏らせる。このことは，各11寺点における最新の生産ライン

の雇用が明加することを意味するのであるが， (19)によれば，それは中間財の数の増加，および中間

財製造のための雇用増加という 2つの経路によることになり，雇用拡大効果は大きくなる。これは.

本論のモデルにおいて，学科効果が中IIUl!1の製造活動の副産物として規定されていることによる。

さらに.係数 υの11[[が十分に小さい，すなわち学宵効果が卜分に働しすなわち係数 αの上昇

によって経済成長率が高まることが言える。 (G)をlについてWf.き.(A)に代入して整理することによ

り次を得る。

2-v 

117+Uz--Y) 
。。

側のお辺はlijJらかに gについての塙加|刻数である。また側右辺の分母の第 1JJ初、ら分かるように，

係数 uが十分に小さく，

1-2α 
υく一一一一一

lα 
(21) 

をみたせば.(お)の右辺は αについて}札利減少になる。以 Lからこのモデルにおいて，十分条例:(21)

のもとで，PMCは経済成長を促進することが{催かめられた。

6) 2.4節では11的. (11)をヴインテージ fの生産ラインについて定式化したが，定常状態においては，添え字 tを τにかえれ

ば. (10)， (11)はヴインテージ Tの生産ライン lこっしもてもjJ;J燥に成り立ち， したがって時点 τのリサーチにおける裁定から

(19)も生保ラインのヴインテージに関係なく成り ιっ。なおn，(日)より，件'!'.産ラインの発lり]11与における雇IHにつレて，

lr.r二 ".1二 lとなることにii意されたい。
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4.結論

本論では，中間生産物rfi場の競争化 (PMC)が.労働者の新しい財への移動可能性(アダプタ

ビリテイ)を上昇させ. Jj'IlUIげの生産活動に伴う学宵効果を促進することによりー経済成長率を

高めるモデルを構築した。

本論のモデルでは.経済成長率はrl'iIlJl苛製造部門における学河効果にのみ依存するとされてい

るので. PMCのもたらす経済のアダプタビリテイの上封が経済成長率の!二昇をもたらすかどうか

は.労働者の定着率の減少による学'i}{ 効果の低 f と.最新の生jぞラインにおける Ji~ rl¥j財製造のた

めの雇用増加による学背効果の|二斜との大小に依存する O

一般にアダプタピリテイの仁舛は，各生産ラインにおける利潤の時111]の経過に伴う減少率を高

め，それぞれのラインにおける雇川の分布をラインの発明時点へと偏らせるc このことは司各時

点における最新の生産ラインの雇mが噌加することを意味する。本論のモデルでは，学習効来が

Jt1問財製造に伴う副産物として発生するものとされているので.アダプタピリテイのと昇は， r~1 

間財の数および生産量の椴加という 2つの経路から故新の生産ラインの雇Jj]を大きく増加させる。

したがって中間財製造部門における学習効果の収穫逓減の程度が十分に小さければ.経済成長率

が上昇するのである。

さらに将来の課題として，次の 2l~ をあげておく。第 I に， PMCの表現としては， r:j:J間財にお

ける代替の弾力性の変化をあげるのみでなく.産業政策の変化を衣現する変数を導入する必要が

あること，第 2に.本論のモデルにおいては.労働供給はりー件とされているので，経済における

アダプタヴイリテイの変化は，もっぱら労働需要側の変化として表現され，労働者の技術への適

応可能性の変化は無視されてしまっている。そこで労働供給を内牛A 化して，労働者が.技術進歩ー

にどのように対応するかを表現することである。
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